
明和町人事行政の運営等の状況について

１　職員の任免及び職員数に関する状況
（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　人

人）

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　人

人）

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（２７年４月１日現在）

　

以上
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(3）職員数の推移

（単位：人　・　％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数

２　職員の給与の状況

 (1) 総括

　 a. 人件費の状況（普通会計決算）

　(b)職員給与費の状況（普通会計決算）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、２５年４月１日現在の人数である。

　　

　(c) ラスパイレス指数の状況

4.0 (2.1%)

千円

4,999 5,748

期末・勤勉手当

（参考）

△ 2.0 (△ 12.5%)

計 職員数 192 193 192 191 193 196

6.0 (3.4%)

公営企業等会計 職員数 16 16 17 16 15 14

△ 6.0 (△ 12.0%)

普通会計 職員数 176 177 175 175 178 182

12.0 (9.5%)

教　育 職員数 50 51 50 50 53 44

過去５年間

の増減数（率）

一般行政 職員数 126 126 125 125 125 138

　　　　　区　　分

部　　門

22年 23年 24年 25年 26年 27年

給　 料 職員手当

区　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率

（27年1月1日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

1,374,152 15.3

25年度の人件費率

26年度 人　　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 % %

14.9

区　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）一人当たり （参考）類似団体平均

23,181 8,962,813 363,861

　　計　　 給与費 一人当たり給与費

26年度 人 千円 千円　　　　千円 千円 千円

182 604,096 84,430 221,317 909,843
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明和町 類似団体平均 全国町村平均 
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（注）

　(c) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

[　実施　　　未実施　]

（給料表の改定実施時期）　　平成２７年４月１日

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）　国基準無支給地に対し、明和町においても無支給とする

（実施時期）　平成２７年４月１日より実施。

（参考）

③その他の見直し内容

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。

（平成２７年４月１日実施）

 (2) 給与の状況

　 (a) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２７年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の
　職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員
　の俸給月額を１００として計算した指数。
２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの
　である。
３　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与削減
　処置が無いとした場合の値である。

（内容）　　給料表について、国の見直し内容を踏まえ平均２％の引き下げの激変緩和処置として、
3年間（平成３０年３月３１日まで）の経過処置（現給保障）を実施します

平成27年度の 見直し後の支給割合 平成28年度の

支給割合 （平成３０年４月1日） 支給割合

国基準による支給割合 0% 0% 0%

明和町の支給割合 0% 0% 0%

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国比較ベース）

明和町 41.9 314,163 397,159 334,592

三重県 43.5 345,765 442,399 384,159

国 50.2 289,141 ― 328,318

類似団体 41.9 313,133 381,214 345,081
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　　　　②技能労務職

17 人 円 円 円

5 人 円 円 円 円

2 人 円 円 円 円

10 人 円 円 円 円

342 人 円 円

12 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平均23～25年の3ヶ年平均）

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては

　前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　　③教育職（幼稚園教諭）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注） １　「平均給料月額」とは、２７年４月１日現在における各職員ごとの職員の基本給の平均である。


　（b) 職員の初任給の状況（２７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

教育職 大　学　卒

区　分

公務員 民間

（Ａ） （国比較ペース）

参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給料月額 平均給与月額 対応する民間

平均年齢
平均給与月額

Ａ／Ｂ
の類似職種 （Ｂ）

明和町 44.4歳 270,847 277,661 275,594 － － － －

うち調理員 38.1歳 224,300 232,740 229,700 調理師 41.9歳 271,200 85.8%
うち用務員 54.5歳 332,050 335,200 332,100 用務員 54.6歳 200,300 167.3%

うち学校給食員 281,880 286,100 284,920 調理師 271,200 105.5%

三重県 49.9歳 348,931 － 377,225 － － － －

国 50.2歳 2,994 人 289,141 円 － 328,318 円 － － － －

類似団体 50.3歳 293,609 320,807 310,221 － － － －

区　分

参　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員 民間
Ｃ／Ｄ

（Ｃ） （Ｄ）

明和町 － － －

うち調理員 3,942,900 3,325,400 118.6%

うち用務員 5,448,400 2,774,400 196.4%

うち学校給食員 4,881,900 3,325,400 146.8%

※技能公務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

明和町 43.2 317,460 346,034

区　　分

三重県 49.9 348,931 400,527

類似団体 40.4 296,593 326,613

２　「平均給与月額」とは、給与月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当
　などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている
　ものである。
　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手
　当等を除いたもの）で算出している。

３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは、給与改
　定・臨時特例法による給与減額処置がないとした場合の値（減額前）である。

区　　　　　分 明和町 三重県 国

一般行政職 大　学　卒 163,600 180,800 174,200

高　校　卒 142,100 146,500 142,100

技能労務職 高　校　卒 142,100 146,500 ―

中　学　卒 137,600 ― ―

163,600 ― ―

（幼稚園教諭） 短　大　卒 151,800 ― ―

45.5歳 41.9歳
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　（c) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２７年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（3) 手当の状況

　（a) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（25年度支給割合） （25年度支給割合） （25年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

2.6 　月分 1.5 　月分 2.6 　月分 1.5 　月分 2.6 　月分 1.5 　月分

（ 1.45 ）月分 （ 0.7 ）月分 （ 1.45 ）月分 （ 0.7 ）月分 （ 1.45 ）月分 （ 0.7 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

公営企業を含む

○勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

欠勤、休職等の状況などを考慮した、勤務成績を勤務手当に反映している。

　（b) 退職手当（２７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、26年度に退職した職員に支給された平均額である。

　 (c) 地域手当（２７年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

区　　　　分
経験年数

10年以上～15年未満
経験年数

15年以上～20年未満
経験年数

20年以上～25年未満
経験年数

25年以上～30年未満

一般行政職 大　学　卒 276,280 326,062 345,245 373,066

高　校　卒 ― 289,300 342,166 351,400

技能労務職 高　校　卒 ― ― ― ―

中　学　卒 182,550 230,033 259,200 327,640

教育職 大　学　卒 ― ― 341,300 ―

明和町 三重県 国

短　大　卒 249,400 303,800 ― ―

１人当たり平均支給額（26年度） １人当たり平均支給額（26年度） ―
1,342 1,570

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

明和町 国

20.445 25.55625 20.445 25.55625

29.145 34.5825 29.145 34.5825

41.325 49.59 41.325 49.59

49.59 49.59 49.59 49.59

定年前早期退職特別処置（2%～20%加算） 定年前早期退職特別処置（2%～45%加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　なし　　　　　　）

21,253 3,761

支給実績（26年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

明和町 0 0 0

地域手当補正後ラスパイレス指数
（ラスパイレス指数） 96.7
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（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地域公務員の

　　　　給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　　　　（補正前にラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく

　 (d) 特殊勤務手当（２７年４月１日現在）

千円

　円

　％

0 千円 日額４００円以内

0 千円 日額５００円以内

　 (e) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（26年度決算）」と同じ年度の4月1日

現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）

であり、短時間勤務職員を含む。

　（f) その他の手当（２６年４月１日現在）

円

円

円

円

（注） 公営企業を含む

　　　　地域手当支給率）により算出）

支給実績（25年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（26年度） 0.0

手当の種類（手当数） 2種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 左記職員に対する

（２６年度決算） 支給単価

防疫作業手当 伝染病防疫業務に従事する職員 伝染病防疫業務

危険作業手当 災害応急対策業務等に従事する職員 災害応急対策業務

支 給 実 績 （ 26 年 度 決 算 ） 45,081

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 26 年 度 決 算 ） 268

支 給 実 績 （ 25 年 度 決 算 ） 33,713

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 25 年 度 決 算 ） 209

国の制度 国の制度と 支給実績

（26年度決算）

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （26年度決算） 平均支給年額

同 ― 14,865 千円 212,361

住居手当

・借家・借間居住者
　家賃が12,000円を超え
るものにつき支給
　最高額 27,000円

同 ― 3,722 千円 186,075

扶養手当

・配偶者　13,000円
・配偶者がいない場合の
1人目　11,000円
・上記以外の扶養親族
6,500円
・16歳から22歳までの子
が
いる場合　5,000円加算

国は定額化 10,978 千円 457,428

通勤手当

・公共交通機関利用者運
賃等相当額（定期券等）
支給限度額55,000円
・交通用具使用者
　片道2km以上の職員に
対し通勤距離に応じて
2,000円～31,600円

同 ― 7,584 千円 47,699

管理職手当

課長＝月額×10％
園長＝月額×８％ 異
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1) 勤務時間・休憩時間の状況（平成27年4月1日現在）

（2) 休暇制度の導入状況

（3) 年次有給休暇の取得状況（平成27年）

始業

勤務時間

正午～午後1時

休憩時間

午前8時30分

終業

午後5時15分

休暇名

年次有給休暇

病気休暇

閉庁日

土曜日

国民の祝日に関する法律に規定する休日

12月29日から翌年1月3日

期間

暦年あたり20日

5日以内

介護休暇

忌引

子の看護をする場合の休暇

5日以内

産前産後休暇

結婚する場合の休暇

保育時間の休暇

妻が出産する場合の休暇

育児参加をする場合の休暇

父母を追悼する場合の休暇

夏季休暇

90日以内

連続する6月以内

配偶者、父母7日、子5日、祖父母3日等（週休日等を含む）

産前8週間、産後8週間

連続する5日以内（週休日等を含む）

1日2回それぞれ30分以内

2日以内

1日以内

7～9月中に5日以内

　（2）のとおり、職員には1年あたり20日間の年次有給休暇が付与され、残日数がある場合、20日間を限度として翌
年に繰り越すことができる。
　平成27年における、職員一人当たりの年次有給休暇取得日数は次のとおりである。

平均取得日数

消化率

6.3日

16.89%
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況

５　職員の服務の状況

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（1) 職員研修の実施状況（平成27年度）

（2) 勤務成績の評定状況
勤務評定により、昇給・減給を決定している。

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）三重県市町職員互助会への加入状況

負担金 給料月額の4/1000

負担金の決算額　：　2,840　千円（１人あたりの負担金額　：　14,637　円）

町長部局

教育委員会

合計

免職 停職

　　事業の内容（平成27年度）

福利厚生事業 給付事業、法律相談、職場研修助成、メンタルヘルス事業など

公益事業 地域振興助成、災害対策事業助成

会員数 194名

減給 戒告 休職

0 0

0 0

00

0 0 1

0 0 1

000

合計

研修名(主なもの)

　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第31条に基づき、すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤
務し、且つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しており、条例の定めるところにより、服務の宣誓を
実施している。

備考

新規採用職員

1

0

1

受講者数（人）主催者 対象職員

ツーステップ研修 三重県市町総合事務組合 4 採用後3・4年目の職員

三重県市町総合事務組合ワンステップ研修 5

スリーステップ研修 三重県市町総合事務組合 7 採用後15年目の職員

マネージャー研修 三重県市町総合事務組合 1 係長級職員

リーダー研修 三重県市町総合事務組合 4 課長級職員

障害者差別解消法研修 明和町 111 正職員

人事評価制度研修 明和町 172 正職員
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